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"ETV2001 番組改編問題に関する BPO
意見書"について NHK 経営陣、NHK 経
営委員会につづいて NHK 労組(日放労)
にも質問書を出しました。 
趣旨は放送倫理・番組向上機構（BPO）
がETV2001番組改編問題に関して発表
した意見を踏まえて、視聴者と NHK 職
員が共同してＮＨＫの政治からの自主
自立を確立するために連携する上で検
討しなければならないと考えられる問
題について、質問したものです。 
************** 
2009年 6 月 5日 
日本放送労働組合 御中 
 ETV2001番組改編問題に関するBPO
意見書を踏まえた質問書 
～視聴者と NHK 職員の共同による公共
放送の充実・発展を願って～ 
NHK を監視・激励する視聴者コミュニ
ティ 

共同代表 湯山哲守・醍醐 聰 
 NHK の職場で日々、公共放送の担い
手として奮闘されている貴組合に敬意
を表します。去る 4 月 28 日、「放送倫
理・番組向上機構」の放送倫理検証委員
会（以下、「BPO 委員会」と略します）
は、NHK の ETV2001 シリーズ、第 2
回「問われる戦時性暴力」の番組改編問
題について意見を発表しました。私たち
はこの意見書が、NHK の政治からの自
主自律を強固なものとし、それによって
NHK に対する視聴者の信頼を回復・向
上させる上で極めて重要な意味を持つ
文書であると受け止めています。 

 その意味から私たちはNHK執行部がこ
の意見書を真摯に受け止めるよう求める
別紙のような文書を福地会長宛に提出し
ました。これに対して、去る 5 月22日に
NHK 編成局計画管理部長・掛川治男氏名
で別紙のような回答が届きました。 
ところで、前記のBPO委員会の意見書は
NHK 執行部に対して厳しい反省を促すと
同時に、NHK 職員に対しても開かれた自
由な討論を呼びかけています。 
そこで、この機会に私たちは視聴者と
NHK 職員の共同による公共放送の充実・
発展を願って、以下のとおり質問をさせ
ていただくことにしました。ご多忙のと
ころとは思いますが、これらをご検討の
うえ、6 月19日までに別紙宛に文書でご
回答をくださるようお願いいたします。 
質問1 貴組合は今回のBPO委員会の意
見書、及びそれに対する NHK 執行部の見
解をどのよう に受け止めておられるか、
お聞かせください。その際、BPO 委員会
は NHK が放送・制作部門と国会対策部門
を分離するなどの措置を講じなければ今
後も同様の問題は起こると警告していま
すが、こうした指摘を貴組合はどのよう
に受け止めておられますか？ 
  
質問 2 貴組合は、「この裁判を通じて明
らかになった多くの課題から目を背ける
ことはできませんし、今回の判決でそう
した課題が解決したわけでもありません。
これまでの経緯を踏まえつつ、私たちに
課せられた役割と責任の重さをあらため
て噛みしめ、日々の業務の中で公共放送
としての役割と責任を着実に果たし続け

ていきたいと考えています」
（http://nipporo.com メッセージ
「『ETV2001』判決を受けて」）と記してお
られますが、こうした考えのもとに公共放送
としての役割と責任を着実に果たしていく
ため、具体的にどのような取り組みをされる
のか、お聞かせ下さい。 
  
質問 3 当会は ETV 番組改編問題について
視聴者代表やジャーナリストらも参加する
検証番組を企画・放送するよう NHK に申し
入れていますが、この要望について貴組合は
どのようにお考えか、お聞かせください。 
質問4 BPO委員会が強調したNHKにおけ
る内部的自由は放送の自由を強固なものに
する上で不可欠と私たちも考えています。こ
うした内部的自由を確立するには NHK の職
場で NHK 執行部と緊張関係を保ちながら協
働する主体が存在することが不可欠だと考
えます。私たちは貴組合がそうした主体とし
ての役割を果たされるよう強く期待してい
ます。 
 しかし、その一方で貴組合は ETV2001 番
組改編問題をめぐる最高裁判決について、
「最高裁判決は『期待権』を原則として法的
保護の対象として認めないものであり、表現
の自由を尊重した判断として評価したいと
思います」と論評しておられることに私たち
は同意できません。 
もともと、放送事業者に認められた編集の自
由は自足的なものではなく、視聴者の知る権
利に応えるためのものです。この点で
ETV2001番組改編事件の本質は、NHK 執行
部が戦時性暴力の事実に関する視聴者の知
る権利に背を向け、一部政治家の圧力・干渉
の前に編集の自由を自ら放棄した点にあっ
たと私たちは認識しています。こうした私た
ちの見解について貴組合はどうお考えか、お
聞かせ下さい。 
  

ETV2001 改編問題でNHK労組(日放労)の姿勢は？ 
NHK労組(日放労)から回答がありました。 

これに関する当会の見解は追って掲載します 

http://kgcomshky.cocolog-nifty.com/blog/ 
入会申込みフォーマットは↓↓(年会費 1000円  shichoshacommunity@yahoo.co.jp)  
http://space.geocities.jp/shichoshacommunity/HPshichoshacommunity/nyukai.html 
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質問5 NHKがBPO 委員会の指摘を真
摯に受け止め、自主自律を堅持しつつ市
民の知る権利に応え、言論の広場として
の役割を果たすためには、放送現場の職
員の内部的自由と NHK の番組や経営
（受信料の使い方など）について視聴者
が発言し参加する権利を連繋させるこ
とが重要だと私たちは考えています。 
 そのために当会ほかいくつかの視聴
者・市民団体は従来から貴組合に対し、
シンポジウム等の共催を呼びかけたり、
視聴者・市民団体が企画した集会等への
参加を呼びかけたりしてきました。しか
し、これまでのところ、一部の例を除き、
貴組合はこうした呼びかけに消極的な
姿勢を取り続けてこられました。貴組合
がこのように視聴者・市民との連携に消
極的な姿勢を取り続けられるのはなぜ
でしょうか？ 理由をお伺いします。 
 （参考） 

 貴組合が 2006 年 2 月にまとめられた
『「公共性」への常なる挑戦』と題する書
物の中の＜9．“広場”を広げる緊張感と自
分との闘い＞で次のように記されていま
す。「放送受信料という負担金の制度は、
NHK の事業運営の過程において透明性や
適正な競い合いが機能し、負託した受信
料を最大の効果をあげて還元してほしい
との期待が強く込められていると解釈す
るべきだ。そしてそれが実行されている
かどうかをチェックすることが、視聴者
と NHK の間の、そして NHK 内部におい
ての重要な『緊張関係』である。こうし
た緊張関係が希薄になり、閉鎖的・隠蔽
体質を疑われるようになれば、公共性の
持つ理念は簡単に吹き飛んでしまい、
NHK に公共の広場を任せられないという
主張が勢いづく。」 
そして、これに続く同書の＜11．常に外
に開かれている“運動体”に＞の中では次

のように記されています。 
 「・・・・そもそも〔NHK は〕市民の共
同出資という特別な存在なのだ。負担をして
いる立場からすれば、公共の広場でのサービ
スを楽しむことばかりでなく、直接見聞きは
できないが評判を聞いて『負担に値するもの
なのかどうか』『管理・運営に問題があるの
ではないか』という声を伝える権利も同時に
有するのであり、このことが先述した『緊張
関係』の持続と言えるのではないか。」 
「それでも、常に未来に開かれた、豊さへの
可能性を秘めた、常に外に開かれたある種の
“運動体”であり続けているのが『公共放送』
だ、と考える。」 
私たちも貴組合のこうした公共放送論に共
鳴しますが、そうであればなおさら、貴組合
自らが「常に外に開かれた運動体」となって
いただくことを強く希望します。 

 
 
 

NHK を監視・激励するコミュニティ御中 2009 年 7 月24日 
  貴団体からのご質問に対する回答 
  日本放送労働組合 中央執行委員長 山越 淳 
  まずは、回答が遅れましたことをお詫びいたします。 
  日時を区切った質問書を突然にお送りいただいたなかで、
どのような趣旨でのご質問かを十分に読み取ることができな
かったため時間がかかりました。組合員にも意見を聞いたため、
時間がかかったことをご理解ください。 
 現時点でも、ご趣旨に十分応えるものになっているかどうか
わかりませんが、しかしながら、ことは現代社会における公共
放送のあり方についてですので、私たちの基本的な考え方をお
返事申し上げます。 
質問 1 貴組合は今回のBPO 委員会の意見書、及びそれに対す
る NHK 執行部の見解をどのように受け止めておられるか、お
聞かせください。その際、BPO 委員会は NHK が放送・制作部
門と国会対策部門を分離するなどの措置を講じなければ今後
も同様の問題は起こると警告していますが、こうした指摘を貴
組合はどのように受け止めておられますか？ 
（答） 政治との距離については、政治家等への説明はおこな
わないことが会長から明言されました。この点については、先
生方には届いていなかったかもしれませんが、労使交渉でもた
びたび求めてきたことであり、高く評価したいと思っています。
また、この点についての BPO 委員会の結論についても、異論
はありません。これまでの交渉では、放送ガイドラインの公開
なども求めてきましたし、今回の経営の姿勢は大きな一歩だと
考えています。 

質問 2 貴組合は、「この裁判を通じて明らかになった多くの課題
から目を背けることはできませんし、今回の判決でそうした課題
が解決したわけでもありません。これまでの経緯を踏まえつつ、
私たちに課せられた役割と背任の重さをあらためて噛みしめ、
日々の業務の中で公共放送としての役割と責任を着実に果たし続
けていきたいと考えています」（http://nipporo.com メッセージ
「『ETV2001］』判決を受けて」）と記しておられますが、こうし
た考えのもとに公共放送としての役割と責任を着実に果たしてい
くため、具体的にどのような取り組みをされるのか、お聞かせ下
さい。 
（答）日放労のウェブサイトをご覧いただいたのであればすでに
ご承知かと思いますが、放送運動として公共放送インタビューを
はじめとするさまざまな取り組みをおこなっております。また、
直近ではありませんが、これまでたびたびフォーラムを開催する
など ETV2001 問題に関する取り組みも、内部で検証したり外部
の方を招いたりしておこなってきました。もしこうした取り組み
が先生方にとって「取り組みに見えない」、というのであれば、そ
れは、後ほど述べます、ジャーナリズムや公共放送に対する社会
一般の受け止めをどう認識するか、という立場の違いからであろ
うと思います。この点はご議論いただければ幸いです。 
質問3 当会はETV番組改編問題について視聴者代表やジャーナ
リストらも参加する検証番組を企画・放送するよう NHKに申し入
れていますが、この要望について貴組合はどのようにお考えか、
お聞かせください。 
（答）検証番組の制作については、放送職場を中心に組合の場で
も求めてきた経緯があります。この問題が根ざしている議論の基
礎を共有、共感しうる土壌を準備することと同時に検証番組の可
能性も検討され、視聴者の疑念を解消することに建設的につなが

日放労からの回答書 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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るのであれば、組合としても異論はありません。 
 私たち組合には編成権がありませんが、しかし、それでも視
聴者の疑念を晴らしていくことを求めて続けていくために、あ
るいはさまざまなかたちの検証がより建設的な意味を持つた
めに、上記の「土壌」を醸成するために力を注いでいるところ
です．制作現場に携わった人間が、ひとりの個人あるいは公共
放送の職員としてどのように触る舞うべきであったか、という
ことが、そうした土壌の上での検証によって、NHK内部のみな
らず視聴者からの視点からも大いに議論され、放送の現場のあ
り方や、NHK という組織の社会的な構成にまでを視野に入れた
実効的なものになるよう、私たちとしても望むところであり．
すでにそのような試みを始めております。 
質問 4 BPO 委員会が強調した NHK における内部的自由は放
送の自由を強固なものにする上で不可欠と私たちも考えてい
ます。こうした内部的自由を確立するにはNHK の職場で NHK
執行部と緊張関係を保ちながら協働する主体が存在すること
が不可欠だと考えます。私たちは貴組合がそうした主体として
の役割を果たされるよう強く期待しています。しかし、その一
方で貴組合は ETV2001 番組改編問題をめぐる最高裁判決につ
いて、「最高裁判決は『期待権』を原則として法的保護の対象
として認めないものであり、表現の自由を尊重した判断として
評価したいと思います」と論評しておられることに私たちは同
意できません。 
 もともと、放送事業者に認められた編集の自由は自足的なも
のではなく、視聴者の知る権利に応えるためのものです。この
点で ETV2001 番組改編事件の本質は、NHK 執行部が戦時性暴
力の事実に関する視聴者の知る権利に背を向け、一部政治家の
圧力・干渉の前に編集の自由を自ら放棄した点にあったと私た
ちは認識しています。こうした私たちの見解について貴組合は
どうお考えか、お聞かせ下さい。 
（答）誤解なきよう申し添えておけば、放送事業者に認められ
た編集の自由は自足的なものではなく、視聴者の知る権利に応
えるためのものであるというのはそのとおりだと理解してお
ります。引用いただいている文章で申し上げたのは、私たちを
規律する放送法が刑事罰的な制裁規定を持たない倫理規範と
してあるという理解（これは通説的な理解だと考えています）
に立つならば、編集の自由に関わる問題もまた原則として制裁
や罰則の問題ではなく倫理の問題として扱われるべき、という
ことです。判決が出た当時の多くの他のメディアも同様の論調
でした。 
 『期待』という言葉で表現されるような視聴者からの要望や
声に、今回の事態への NHK の対応が十分応えていないのでは
ないか、という指摘はそのとおりだと受け止めています。が、
それが損害賠償の根拠となるような、あるいは、放送差し止め
といった制裁の根拠となるようなものではない、ということを
意味したつもりです。まさにそれゆえに、放送倫理の観点から
出された BPO 倫理検証委員会の見解を、協会はもちろん私た
ち職員も真摯に受け止める必要があるのではないでしょうか。 
 法的な損害賠償や制裁の対象となるような政治介入があっ
たかどうかについては、組合が調査権を発動して調べるわけに

はいきません。高裁判決における事実認定を最高裁が継承してい
るのかどうか専門家の間でも意見が分かれるなかで、私たちがど
ちらかを法的に決定しうるような論拠も持ち合わせていません。 
 ただ、倫理判断の部分において、政治との距離を疑わせ、視聴
者の知る権利に十分に応えていない行動があったのではないかと
いうことはそのとおりと考えており、この点は厳しく反省すべき
と、経営に対し組合としても何度も主張してきているところです。
また法的でなく倫理的だからといって、公共放送にとって本質的
でないと主張したことは一度もないと思います。その解決策とし
て、政治との距離の確保、検証番組の可能性も含めた視聴者への
説明責任といったことはあってしかるべきと考えます。 
質問 5 NHK が BPO 委員会の指摘を真摯に受け止め、自主自立
を堅持しつつ市民の知る権利に答えに応え、言論の広場としての
役割を果たすためには、放送現場の職員の内部的自由と NHKの番
組や経営（受信料の使い方など）について視聴者が発言し参加す
る権利を連繋させることが重要だと私たちは考えています。 
 そのために当会ほかいくつかの視聴者・市民団体は従来から貴
組合に対し、シンポジゥム等の共催を呼びかけたり、視聴者・市
民団体が企画した集会等への参加を呼びかけたりしてきました。
しかし、これまでのところ、一部の例を除き、貴組合はこうした
呼びかけに消極的な姿勢を取り続けてこられました。貴組合がこ
のように視職者・市民との連携に消極的な姿勢を取り続けられる
のはなぜでしょうか？理由をお伺いします。 
  
（答）私たちの活動を「消極的」と批判的に捉えられる、その観
点がどのようなものかお聞きした上でなければこの議論は噛み合
わないかもしれませんが、こちらの考え方をお伝えいたします。 
 私たちの活動がみなさんから見て消極的だと見られるのであれ
ば、それは組合内で、執行部によるイデオロギー的な指導性に頼
るのではなく、民主的な運営を図ってできるかぎり総意をとりつ
つ、より根本的な立脚点を模索しているからです。直接的な行動
が無意味だという意味ではありませんし、スピード感がないとい
うご批判になるかもしれませんが、現在の状況を踏まえて放送の
自主自律や公共性を議論するためには、そうした方策が重要だと
考えているからです。 
 いま私たちは、たとえば市民運動華やかなりし時代のように、
社会からジャーナリズムやマスメディア、それを通じての権力と
の戦いということに圧倒的な支持を得た時代とは異なる、きわめ
て難しいメディア状況の中で、組合員のみならず現場すべての職
員が、どうにか公共放送を維持しようと奮戦しています。いま私
たちの前にあるその現状を無視することはできません。そうした
多様な現状に直面している職員からは、直接行動を起こすという
選択肢以外にも、さまざまな声が上がってくるのは当然だろうと
思います。 
 むろん、先生方がこれまで運動として継続してこられた、ジャ
ーナリズムが民主主義社会において発揮すべき力の重要性や、公
共放送が公正中立を守り、権力と対峠することで視聴者から信頼
を得て活動すべきといった理念にはいささかの疑義もありません。
かりにもジャーナリズム、公共放送に務めている者としてその理
念は理解しています。しかしながら、私たちが日々接している市
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民・視聴者はみながみなそのように考えているわけではありま
せん。メディアのあり方に批判的な方々はまだしも、先生方も
よくご承知の通り、メディア態様の変化によってジャーナリズ
ムや公共性そのものについて無関心な人々が増えているのが
実情です。これは NHK だけの課題ではなく、民放や新聞につ
いても同じことが起きているのではないでしょうか。メディア
自身の反省も当然必要でしょうが、社会学的にも論証されつつ
あるこうした大きな変化に日々現実に接していれば、どのよう
にジャーナリズムや公共性を根本から再構築していけばいい
のか、そうしなければ 次の時代に公共放送はおろかジャーナ
リズムが残せないのではないか。そのことがより重要な課題と
なって私たちの意識に浮かび上がるのもご理解いただけるの
ではないかと思います。 同時にこれは、内部的な課題でもあ
ります。これは日放労の反省でもありますが、これまでこうし
た課題を「表現者の自由」として捉えるあまり職種でいえば記
者やディレクターに偏った議論が強くなっています。が、放送
は新聞以上に非常に多くの職種の人たちの共同作業によって
成り立っており、そのひとりひとりが組合員である以上、全員
の意識を同じ方向に持って行くかが課題なっています。内的自
由についてのご指摘がありましたが、ヨーロッパのような職種
ごとの組合があるところでは容易な議論も、日本のテレビ局で
はまだ容易ではありません。その点を踏まえて、個人の表現の
自由ではなく受信料制度に支えられた職員の内的自由をどう
考えていくかがわれわれにとっても重要な課題です。こうした

意識が十分に醸成できていないことは、われわれがこの問題を含
め議論するため開催したフォーラムでも大きな課題として浮かび
上がってきているものです。 
 長くなって恐縮ですが繰り返しますと、先生方や市民団体の方
がおっしゃっているジャーナリズムの重要性や公共放送のあるべ
き姿にいささかの疑義を唱えるものでもありません。そこへの「開
かれ方」が足りないというご批判であればお受けします。 ただ、
志を同じくする者が集まって決起することのみで、この問題は解
決すると信じることも困難な時代です。「開かれ方」が足りないと
いうご批判に応えるとすれば、「市民・視聴者」とひとくくりにす
ることが難しいと感じられるより複雑化し重層化する社会の中で、
日々の仕事を通じてはもちろんのこと、組合活動の中でも、いか
にジャーナリズムや公共性を、それこそ多様化した「市民・視聴
者」とともに再構築していくか、それが私たちにとって、視聴者
と NHK 職員が共同して、政治のみならずさまざまな影響からの
「自主自立」を確立するために検討しなければならない喫緊の課
題となっているからです。このことについては、通信との融合時
代を乗り切り、きわめて長い戦いを繰り広げることになると覚悟
はしておりますが、先生方におかれましても、日々現実の視聴者
動向をフィールドワークして、民主主義社会にとって重要なジャ
ーナリズムや公共性のよって立つ基盤を再度捉え直す、その再構
築にもご協力をいただけますよう、お願いを申し上げます。 

    以上 

 
 

 
̶NHK 問題京都連絡会の活動を中心に̶ 
 NHK のドキュメントやドラマには権力
に迎合しない優れたものが増えている。し
かし、定時ニュースや政治番組では与党に
遠慮した時間枠設定や自民・民主の二大政
党制を前提とする番組が目立つ。したがっ
て「憲法９条や安保条約」については「公
平な番組」とならない。日本軍のアジア侵
略を扱った特別番組をめぐって右翼勢力
から激しいパッシングがかけられる一方、
「二大政党」を浮かび上がらせる番組には
公平性を求める視聴者から抗議が寄せら
れる。NHK をめぐって私たちは片時も目
が離せない昨今である。 
 NHK に関して最近何が問題なのか？ 
 筆者は「開かれた経営委員会」をめざす
運動に参加して、この１年間多くの方々、
組織と協力しながら活動をともにしてき 

 
 
たが、ここにその経緯を跡づけながらい

くつかの問題点を指摘したい。  
1. 公共放送NHKとは？  
 日本放送協会（NHK）は公共放送であ
るといわれる。しかしその「公共放送」と
いう言葉には法律的な定義はない。ただ、 
放送法において「公共の福祉のために、あ
まねく日本全国において受信できるよ
う・・・」と規定されている（「放送法」
第二章第七条、以下断らない限り条文は
「放送法」）ことがその由来だとすれば、
民間放送（以下「民放」と略す）も第一条
「放送を公共の福祉に適合するように規
律し、・・・」が適用されることから、「公
共放送」である。 
NHK だけが公共放送であるかのように
「誤解」されているのは不当である。  

 ただしかし、NHK だけが特別に、
「受信料」を国民・市民から「徴収」
する許可を受けていて、広告収入や、
「国費」によらずに運営できること
から、同組織が特に強い「公共性」
をもっていると考えられているこ

とも確かである。それ故、放送全般に適用
されるとはいえ、第一条に規定される「放
送の不偏不党、真実及び自律を保障するこ
とによって、放送による表現の自由を確保
すること。」や第三条の二の二に「政治的
に公平であること。」が NHK にとっては
死活的に厳しく自覚されなければならな
いのも当然である。 
  
 ２００１年１月、官房副長官・安倍晋三
氏らの介入を受けて NHK が番組「ETV２
００１」を改ざんしたことが、０５年１月、
朝日新聞のスクープと番組担当デスクの
告発記者会見によって、ようやく白日の下
に曝された。それ以来、日本各地に NHK
の番組改ざんを究明し、検証番組を作らせ
ようという運動が起こった。全国組織とし
て「NHK 受信料支払い停止運動の会」が

NHKをめぐって何が問題となっている

のか？ 

Column             湯山哲守 
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活動を展開したが、京都でも約１０００人
の抗議署名を土台に「NHK 問題京都連絡
会」が結成された。０７年からは NHK を
挟んで市民・視聴者の運動と権力・財界と
が綱引きをする「三極構造」の状況が生ま
れてきたこともあり、「受信料支払い停止」
運動は新たに「NHK を監視・激励する視
聴者コミュニティ」運動に発展した。筆者
はその共同代表に加わり、近畿にある４つ
の NHK 視聴者団体とも協力を広げて活動
してきた。 
  
政治権力に屈した番組改編  
 NHK は番組改編に対して、取材に全面
協力してきた「『戦争と女性への暴力』日
本ネットワーク（略称バウネット）」に何
の謝罪も行わず、４年間「政治家からの介
入」について沈黙してきた。改編によって
「期待と信頼」を裏切られたバウネットは
NHK に対して損害賠償の訴訟を起こした。
不満足な東京地裁判決を受けて控訴した
東京高裁では、０５年１月時点で結審が迫
っていたが、先のスクープなどによって審
理が延長された。  
新たな口頭弁論では、番組作りの現場のプ
ロデューサーとデスクそして管理部門の
放送総局長と国会担当局長（いずれも「改
編」時）らの証言が実現し、全体として
「NHK の番組改編は政治家の意図を忖度
して行われた」ことが立証され、０７年１
月、「NHKの賠償責任」を認定する画期的
な高裁判決が出された。しかし、最高裁に
おいては０８年６月、「政治家の介入」を
不問にし、憲法２１条を盾に放送事業体
（NHK）の「編集の自由」をほぼ無条件
に認め、番組協力者の「期待や信頼」の利
益の法的保護も、「改編の説明責任」も認
めないという不当で非論理的な判決が出
され、「決着」がつけられてしまった。  
 
 しかし、本年４月２８日、放送倫理・番
組向上機構（BPO）の放送倫理検証委員会
は『意見』を公表し、ＮＨＫ放送総局長ら
管理部門の担当者が、放送前に安倍晋三官
房副長官（当時）と面談した後スタッフに
改変を指示した点について、「公共放送に
とってもっとも重要な自主・自律を危うく
する行為」と断定した。最高裁の「逆転」
判決によって逃げ切れたと思っていたと
ころへ、「放送倫理上問題があった」とす

る委員会の『意見』は NHK にとってまさ
に「天網恢々疎にして漏らさず」の厳しい
ものであった。 
  
近畿圏市民運動のひろがり  
 ０５年を起点として全国に広がった
「NHK を監視（・激励）する」運動は、
近畿圏では京都で持続的に運動が展開さ
れ、東京高裁に向けては「公正裁判を要求
する」全国署名運動の拠点の役割を果たし、
約５０００筆が集められ届けられた。その
後、大阪、兵庫の会とも連携を進め、３つ
の府県にまたがる広がりをもったものに
なっている。京都では日常的に「事務局」
会議が開かれ、さまざまな集会・講演会な
どが開催されてきた。大阪では０８年７月
に大阪で開催された NHK 経営委員会の
「視聴者のみなさまと語る会 in 大阪」を
契機に大阪放送局との懇談を通じて
「NHK 問題大阪連絡会」の組織作りが行
われ、兵庫の「NHK 問題を考える会（兵
庫）」は個人会員３００人を擁する組織と
して独自に多様な取り組みを展開してい
る。近畿３団体は共同して近畿選出の経営
委員や大阪放送局と懇談し、それぞれが行
う講演会に互いに参加し合うなど、連帯し
た行動を積み上げている。  
 
全国的にも運動を展開  
 昨年春、NHK 経営委員長としてふさわ
しくない古森重隆氏の「罷免」を求めて、
近畿３団体は「ＮＨＫを監視・激励する視
聴者コミュニティ」などと協力して全国的
署名運動を行った。約６３００筆の署名が
内閣府に届けられ、マスコミの報道すると
ころとなった。秋には、新たに「放送を語
る会」などとも協力し、同氏の「再任阻止」
に加え、「経営委員の公募・推薦制」を掲
げて１０月から２ヶ月間全国的に署名運
動を展開した。１５０００筆を超える署名
が総理府に届けられた。署名運動の途上で、
古森氏自ら「再任辞退」を表明したが、総
理府が提出した４人の候補者名簿中、３人
が参議院で否決された。さらに、署名運動
と合わせて「市民の中から経営委員候補
を！」の運動も取り組まれ、「市民候補２
人」の推薦活動は賛同者が２０００人を超
え、市民運動は NHK 経営委員選出に関し
て歴史的な経験を積んだ。  
 いま、開かれた NHK 経営委員会・理事

会をめざして視聴者・市民運動はジャーナ
リストなどの組織と協力して新たな運動
の構築に取り組んでいる。市民運動の原点
となった NHK の番組改編に抗議する活動
から「NHK に新風を送る」運動への発展
を追ってみる。  
   
２．NHK番組改編とNHKの閉鎖性  
   
０１年番組改編  
 すでに述べたように、NHK は０１年１
月２９日から４夜連続で、「ETV２００１
シリーズ戦争をどう裁くか」を教育テレビ
で放送した。その第２夜３０日の番組「問
われる戦時性暴力」は改編されたものだっ
た。その改編は与党幹部の安倍晋三官房副
長官らに面会した後、NHK 幹部が制作現
場のディレクターらを排除して行ったも
のであった。番組放送時、それを見た人々
がおかしいと感じ、取材・制作に協力して
きたバウネットのメンバーも「信頼と期待
利益の侵害」と番組改編についての「説明
義務違反」が NHK などにあったとして損
害賠償を求めて提訴した。東京地裁判決
（０４．３．２４）によって NHK は「損
害賠償」を免れ、原告が控訴した東京高裁
でも十分な審理が行われないまま、結審寸
前の状態で、上記「０５年１月」を迎えた
のであった。  
０５年政治介入の暴露  
 ０５年１月１２日の『朝日新聞』が「中
川昭一経産大臣、安倍晋三幹事長代理（い
ずれも報道時）が松尾武・放送総局長と野
島直樹・国会担当局長に対して『番組が偏
向している』と放送直前に介入し、それを
受けた NHK両幹部は制作現場の責任者ら
に『番組改編』を指示した」と報じ、翌日
番組担当デスク長井暁氏が記者会見を行
って、放送直前に政治家の介入によって番
組が改編されてしまったことを生々しく
明らかにしたことによって、広く世間に知
られるところとなった。  
 高裁は新たに番組放送時の放送総局
長・松尾武、国会担当局長・野島直樹、担
当デスク・長井暁、担当ディレクター・永
田浩三の各氏らの証言を実現し、NHK は
陳述書を「編集過程を含む事実関係の詳
細」と題してホームページに掲載した。こ
の４人の証言と NHK の陳述書によって
NHK は「安倍ら与党幹部政治家と面談し
たあと『自主的に』番組を改編した」とい



ＮＨＫを監視・激励する視聴者コミュニティ ニューズレター No.12--6       2009.08.15 

6 

うことは明らかとなった。  
０７年画期的高裁判決  
 ０７年１月３０日に出された高裁判決
は、一般的には憲法２１条に基づいて放送
事業者に「編集の自由」を認め、特段の事
情がない限り、取材対象者への「期待権」
を認めるべきではないとした上で、しかし
この放送番組には特段の事情が存在した
とした。「バウネットが取材・制作に全面
協力し、それがなければ番組制作が成り立
たなかったという事情」を認め、さらに番
組「改編」の過程を２つに分けて、０１年
１月２５日以前の「改編」は放送現場の責
任で行われ、「編集の自由の範囲内」だが、
２６日以降、放送直前までの「改編」は政
治家の介入を受け、放送現場の人間を排除
して幹部職員が行ったもので、「編集の自
由の範囲」ではないとするものであった。
繰り返された改編の４回目は、番組放送当
日に行われ、松尾から「元兵士と元慰安婦
女性2 人の証言シーン等3 分に相当する
部分の削除」が指示され、4 0 分版にした
ものが放送された。NHK は「憲法で尊重
され保障された編集の権限を濫用し、又は
逸脱した」「憲法で尊重され保障された編
集の権限を濫用し、又は逸脱して変更を行
ったものであって、自主性、独立性を内容
とする編集権を自ら放棄したものに等し
い」と断じ、賠償を命じた。  
０８年稚拙な最高裁判決  
 NHK を救ったのが０８年６月１２日の
最高裁判決であった。判決は論理的でもな
く倫理的でもない真に稚拙としか言いよ
うのないものであった。NHK が、政治家
と面談したあと NHK 幹部が「改編した」
と認定した東京高裁判決に「事実認定」を
依拠しながら、一気に高裁判決が認めた
「取材者の信頼・期待権」「NHK の説明責
任」を否定し、賠償責任を免罪してしまっ
た。「放送事業者による放送は、国民の知
る権利に奉仕するものとして表現の自由
を規定した憲法21条の保障の下に」あり、
これは「放送事業者が自ら定めた番組基準
に従って番組の編集が行われるという番
組編集の自律性について規定したもの」で、
「どのように番組の編集をするかは・・・
放送事業者の自律的判断にゆだねられて
いる」と述べた。与党権力者が介入した場
合はどうなのか？介入に配慮した「番組編
集の自律性」とは何なのか。政治権力側に

は期待する権利があるが、全面的に番組制
作に協力したバウネットには期待権も説
明を受ける権利もないというのである。二
重基準も甚だしい。修飾語として「国民の
知る権利に奉仕する」と述べているが、番
組改編によって、被害者の「従軍慰安婦」
や加害者の「元日本軍兵士」の証言を消さ
れてしまった番組を見た視聴者の「知る権
利」は保障されなかったことをどう考える
のか。  
 元 NHK ディレクターで愛知東邦大学の
戸崎賢二教授が、最高裁判決を批判する明
快な論文を書いている（「テレビ番組にお
ける取材対象者の権利について～「NHK
裁判」最高裁判決を批判する～」『東邦学
誌』第３７巻第２号０８年１２月）。その
最後に「残された問題」として「１．真相
は究明されていない」「２．残る『慰安婦』
というタブー」「３．現場を抑圧する『編
集権』概念は不要」を上げておられる。い
ずれも広く問題としていかなければなら
ないことと考えるので特記しておきたい。
ただし、以下に述べるように１番目の「真
相究明」の問題は、４月２８日に出された
BPO による画期的意見書によって大きく
前進した。３番目についても、同『意見』
の、「内部的自由の討論」の呼びかけが生
かされれば、議論は深まる可能性が出てく
る。  
０９年画期的BPO意見書  
 BPO は NHK と民放による出資を受け、
３つの委員会を擁する。その一つ、「放送
倫理検証委員会」は従来、NHK と民放か
ら委員が選ばれていた「放送番組委員会」
が、０７年に解散し、新たに完全にどちら
からも独立した第３者機関として組織さ
れたものである。１０人の弁護士、メディ
ア研究者、漫画家、作家らによって構成さ
れている。  
 意見書「NHK 教育テレビ『ETV2001シ
リーズ戦争をどう裁くか』 第 2 回「問わ
れる戦時性暴力」に関する意見」（『意見』
と略す）によれば、検証は、「BRC（放送
と人権等権利に関する委員会）03.3.31
『見解』（注）」、「高裁判決（07.1.30）」、
「最高裁判決（08.6.12）」に基づき、NHK
から提出を受けた４夜分の DVD を視聴し
た上で、「放送倫理上問題がなかったか」
緻密に行われた。 
主な点は、  

 ① ＮＨＫ放送総局長が、放送前に安倍
晋三官房副長官（当時）と面談し、その後
スタッフに改変を指示した点や、国会担当
局長も改変を指示したことは、公共放送に
最も重要な自主・自律を危うくする行為だ。 
② 質の追求という番組制作の大前提を
ないがしろにした。４４分枠の番組を幹部
管理職層が主導して改編を繰り返した結
果、実質３６分の「完成度を欠いた散漫な
番組」になってしまった。 
③ 国会対策部門と放送・制作部門は明確
な任務分担と組織的な分離がなされてい
なければならない。 
④ 放送倫理と業務命令との関係につい
て、特に「マスメディア内部の自由をめぐ
って」討論を深めてほしい。 
⑤ 若い放送人たちが旧来の閉じた態度
から一歩踏み出し、自ら検証し、考え、議
論し、教訓を番組その他を通じて視聴者に
ていねいに明らかにするよう希望する。  
記者会見した、委員長・川端和治弁護士は、
「ＮＨＫは現在も制作部門が事前に政府
高官に説明する可能性を排除していない。
やめて欲しいと申し上げる」と語った
（asahi.com 09.4.28）。  
 これに対して NHK は同日「BPOの意見
についての NHK コメント」を発表した。
その全文は、① 放送した番組は、提案の
趣旨を実現したもので、政治的圧力で改変
されたり、国会議員の意図を忖度したとい
う事実はない。  
② 放送･制作部門の担当者が、放送前に
個別の番組内容を国会議員等に直接説明
することは、ＮＨＫの自主自律について無
用の誤解を与える可能性が否定できず、こ
うしたことがないよう、より一層留意して
いきたいと考えている。なお、現在は行っ
ていない。  
③ ＢＰＯの意見や見解は、放送倫理の一
般的な基準として放送界全体に大きな影
響力を持ち、ＮＨＫとして尊重することは
言うまでもないが、今回、「番組は完成度
を欠き散漫」などと評価されたことは、残
念だ。放送倫理上の観点から、番組の質を
論ずることに強い違和感を覚える。  
という「何ら反省のない」ものだった。こ
こにきても「完成度を欠き散漫」な番組に
なったことを恥じない放送人とは何者か
と嘆息させられる。  
NHKは検証番組の放送を！  
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BPOはNHKもその意義を認めた第３者委
員会である。その組織から意見を述べられ
ることの重大さについて、去る３月１０日
開催の NHK経営委員会で小林英明委員が
問題にし、検証番組を提案した。「元の番
組と放送した番組を比べて、どういう理由
でこのように修正して放送したのかとい
うことを、一般の視聴者がよくわかるよう
に検証番組を作るという方法がある。」と
した上で、元の番組データの現存を問うて
いる（「議事録」）。それに対して副放送総
局長・今井環理事はにべもなく「残ってな
い。」と答えた。BPOの『意見』ではNHK
の硬直性が随所に示されているが、この会
話にも NHKの閉鎖性が現れている。この
発言の虚偽性は直ちに明らかとなった。５
月４日付「毎日新聞」に掲載された、元チ
ーフプロデューサー長井暁氏のインタビ
ュー記事がそれである。０５年１２月東京
高裁で長井氏が「４４分版と野島氏の指示
で手直しした４３分版の２つのテープと
台本をもっている」と証言したが、証言後、
局から「あなたが管理するものではない」
といわれて提出したとのことである。実際
に放送された４０分版テープとともに問
題のテープは NHK に保管されている！の
である。検証番組の制作は可能である。  
（注）当該番組に出演して、不当に発言を
削除されたり組み替えられたりした結果、
「支離滅裂な発言をした」と視聴者に誤解
を与え、名誉が毀損され、著作者人格権を
侵害されたとして０２年１月９日 BPO 傘
下の BRC（放送と人権等権利に関する委
員会）に申し立てていた米山リサさんの訴
えを認めた『見解』が出された（０３．３．
３１）。  
   
３．開かれた経営委員会・理事会をめざし
て  
   
経営委員会と理事会  
 経営委員会は１２人で構成されるが、い

ずれも両議院の同意を得て内閣総理大臣
により任命される。NHK 会長は経営委員
会が任命するし、その他の役員は経営委員
会の同意を得て会長が任命する。経営委員
は「個別の放送番組の編集その他の協会の
業務を執行することができない。委員は、
個別の放送番組の編集について、第三条の
規定に抵触する行為をしてはならない
（「放送法」一六条の二）。 経営委員会の
職務は一四条に規定されているが、総じて
協会が行う職務を視聴者の代表として「監
督」することである。経営委員会と理事会
という２つのトップ組織を持つ経営体は
特殊である。「協会の業務」の中心的なも
のは放送業務である。その放送業務の中核
である個々の「放送番組」に経営委員会は
介入できない。放送業務が一般企業・法人
と違って、憲法２１条によって「守られる」
業務、すなわちジャーナリズムだからであ
る。本来、他の新聞、放送企業も同様の厳
密な分業体制を持つべきである。NHK 経
営委員会は総務省にではなく、権力から独
立したジャーナリズムのために「視聴者
に」開かれたものに改革されなければなら
ない。  
 改正放送法によって、０８年から、視聴
者の意見を聴取することが義務づけられ
た。経営委員会主催 「視聴者の皆さまと
語る会」が０８年度は６回開かれた。NHK
始まって以来、経営委員会が直接視聴者の
意見を聞く機会を持つ制度が確立した。筆
者も昨年７月大阪放送局で開かれた「語る
会」に参加して、「開かれた経営委員会」
をめざす活動にとって貴重な場になると
感じた。  
経営委員と会長選出に視聴者の声を！  
 開かれた経営委員会・理事会を実現する
ためには、さらに「経営委員や会長の選出」
に視聴者の意見を反映できるシステムを
導入する必要がある。０７年１２月、放送
法改正にあたって、参議院総務委員会が付
帯決議を行ったが、その第一項で「委員の

人選の在り方についても広く研究を行う
こと」が挙げられた。従来、総務省は「委
員候補者選び」を密室で行ってきた。今後、
視聴者からの公募・推薦を受けつけ、「開
かれた」ものにしていくべきである。放送
法を改正して、それを制度的に確立してい
くことを提案したい。「会長」についても、
経営委員会が「任命」する前に、視聴者か
らの「公募・推薦」を受けつける制度を導
入するべきである。０７年１２月の会長選
出に当たって市民運動が展開された。「原
（寿雄）さん、永井（多恵子）さんをＮＨ
Ｋ会長候補に推薦する会」が組織され、会
長候補者の推薦活動を行ったが、古森委員
長独裁下の経営委員会は「時間切れ」を理
由に形式的に受けつけただけだった。次回
選挙では実質的に「候補者の検討」をさせ
る運動が必要である。経営委員についても、
「はじめに」で述べたように、昨年、秋か
ら新年にかけて「視聴者から経営委員候補
を」の運動が取り組まれ、桂敬一氏（元東
大・立命館大教授）と筆者（元京大専任講
師）の２人を「欠員４人」枠に推薦する運
動が全国的に展開された。最終的に、２０
６１人からの推薦が得られたが、この中に
は、内橋克人（経済評論家）、原寿雄（元
共同通信専務理事・編集主幹）、川口幹夫
(元ＮＨＫ会長)の各氏ら、自律的ジャーナ
リズム運動の先覚者たちが多数含まれて
いる。  
 今夏、新たに「開かれた NHK 経営委員
会・理事会」をめざして、視聴者運動とメ
ディア論の専門家たちの共同行動が計画
されている。  
（NHK を監視・激励する視聴者コミュニ
ティ共同代表）  
 
（注）雑誌『人権と部落問題』2009 年７
月号より許可を得て掲載。転載にあたり、
論文の一部誤表現を修正。  
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日
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て
、日
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判
員
裁
判
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実
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さ
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、
６
日
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し
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。
こ
れ
に
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、
新
聞
も
テ
レ

ビ
も
７
日
ま
で
、こ
れ
を
大
き
く

扱
い
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詳
し
く
報
道
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ま
し
た

が
、
数
日
前
か
ら
「
同
時
進
行
裁

判
員
裁
判
」報
道
を
行
う
と
繰
り

返
し
予
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行
っ
た
後
、公
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ま
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に
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放
送
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そ
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ま
し
た
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た
Ｎ
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Ｋ
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役
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ま
せ
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裁
判
員
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あ
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が
、大
き
く
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デ
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し
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と

き
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は
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が
人
を
裁

NHK WATCH 
 ＮＨＫの「同時進行裁判員裁

判」報道に対する重大な疑念
について 
（桂 敬一）日本ジャーナリ 

リスト会議会員 

投稿 2009/8/8 
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く
と
き
、
裁
か
れ
る
も
の
の
人
権
を
、
国
家
が

不
当
に
侵
害
す
る
こ
と
が
な
い
か
監
視
す
る

こ
と
を
、
最
優
先
の
課
題
、
自
分
の
任
務
と
す

べ
き
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
今

回
果
た
し
た
役
割
は
、裁
判
に
国
民
を
参
与
さ

せ
る
国
家
の
事
業
に
全
面
協
力
し
、そ
の
成
功

に
貢
献
す
る
、と
い
っ
た
趣
が
あ
ま
り
に
も
強

す
ぎ
た
と
い
う
一
点
に
、私
の
疑
念
は
尽
き
ま

す
。
裁
判
員
制
度
は
元
来
、
国
の
裁
判
に
国
民

を
翼
賛
さ
せ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。裁
判

を
成
り
立
た
せ
て
い
る
、暗
部
の
残
り
が
ち
な

国
家
権
力
の
行
使
過
程
を
、裁
判
へ
の
市
民
参

加
に
よ
っ
て
、オ
ー
プ
ン
で
風
通
し
の
い
い
も

の
と
し
、裁
判
を
人
権
状
況
の
改
善
に
合
致
し

た
も
の
に
変
え
て
い
く
こ
と
こ
そ
、裁
判
員
制

度
の
目
的
で
す
。Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
今
回
の
報
道
の
あ

り
方
は
、そ
う
い
う
も
の
だ
っ
た
と
い
え
る
で

し
ょ
う
か
。
し
か
も
、
こ
の
連
日
の
同
時
進
行

報
道
は
当
然
、当
の
裁
判
員
も
見
聞
き
す
る
と

こ
ろ
と
な
り
ま
す
。大
き
な
影
響
を
そ
れ
か
ら

受
け
な
い
わ
け
が
あ
り
ま
せ
ん
。 

 

昨
年
１
２
月
か
ら
「
被
害
者
参
加
制
度
」
が
始

ま
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
被
害
者
遺
族
が
裁
判

で
、
傍
聴
席
に
で
は
な
く
、
検
事
の
横
に
「
当

事
者
」
と
し
て
座
り
、
被
告
に
質
問
も
で
き
る

と
い
う
、
被
害
者
遺
族
の
裁
判
参
加
制
度
で

す
。検
事
や
裁
判
官
の
質
問
に
対
し
て
心
情
を

語
り
、被
告
に
対
す
る
処
罰
に
つ
い
て
も
思
い

を
語
る
こ
と
が
、
事
実
上
可
能
で
す
。
こ
の
裁

判
で
も
、
発
言
の
形
式
が
や
や
曖
昧
で
す
が
、

被
害
者
の
長
男
が
死
刑
ま
た
は
無
期
を
望
む
、

と
す
る
思
い
を
語
っ
た
こ
と
が
報
じ
ら
れ
て

い
ま
し
た
。
民
主
的
な
近
代
司
法
は
、
罪
刑
法

定
主
義
の
原
理
に
立
ち
、ま
た
教
育
刑
を
尊
重

す
る
考
え
方
の
も
と
で
進
歩
を
遂
げ
て
き
ま

し
た
が
、
日
本
で
は
最
近
、
被
害
者
と
遺
族
の

「
人
権
」、
被
害
感
情
の
尊
重
を
重
く
み
る
、

古
い
応
報
主
義
が
復
活
、厳
罰
主
義
が
幅
を
利

か
す
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。こ
う
い
う
環
境

の
な
か
で
裁
判
員
に
量
刑
を
決
め
さ
せ
る
こ

と
に
も
、
大
い
に
疑
問
が
湧
き
ま
す
が
、
Ｎ
Ｈ

Ｋ
は
じ
め
メ
デ
ィ
ア
は
、き
ち
ん
と
し
た
議
論

は
し
て
い
ま
せ
ん
。 

 

一
番
問
題
な
の
は
、
死
刑
制
度
を
残
し
た
ま

ま
、
裁
判
員
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
た
こ
と
を
、

Ｎ
Ｈ
Ｋ
も
ど
の
メ
デ
ィ
ア
も
、な
ん
と
も
思
っ

て
い
な
い
ら
し
い
点
で
す
。
７
月
２
８
日
、
森

英
介
法
相
は
就
任
３
回
目
の
死
刑
執
行
命
令

を
下
し
ま
し
た
。５
月
２
１
日
に
裁
判
員
制
度

が
施
行
さ
れ
て
初
め
て
の
執
行
命
令
で
す（
対

象
３
人
。森
法
相
は
０
８
年
１
０
月
２
８
日
に

２
人
、今
年
１
月
２
９
日
に
４
人
の
死
刑
執
行

命
令
も
下
し
て
い
る
）。
そ
れ
に
つ
づ
く
裁
判

員
裁
判
の
ス
タ
ー
ト
で
す
。何
か
意
図
的
な
も

の
を
感
じ
ま
す
。
最
初
の
裁
判
員
た
ち
に
「
死

刑
は
あ
り
だ
よ
」と
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
送
ら
れ
た

か
の
よ
う
に
思
え
る
か
ら
で
す
。か
ね
て
か
ら

国
連
規
約
人
権
委
員
会
は
、日
本
政
府
に
死
刑

制
度
の
廃
止
を
検
討
す
る
よ
う
促
し
て
き
ま

し
た
。
日
本
政
府
は
、
死
刑
制
度
を
国
民
が
支

持
し
て
い
る
と
し
て
、こ
れ
を
拒
否
し
て
き
ま

し
た
。
驚
く
べ
き
回
答
で
す
。
政
府
の
判
断
で

な
く
、
国
民
の
望
ん
で
い
る
こ
と
だ
か
ら
、
と

政
府
は
答
え
た
の
で
す
。日
本
国
民
は
野
蛮
で

残
虐
な
ん
だ
と
世
界
は
理
解
し
た
で
し
ょ
う
。

そ
し
て
、
昨
年
１
０
月
３
１
日
、
国
連
規
約
人

権
委
員
会
は
日
本
政
府
に「
人
権
施
策
及
び
司

法
制
度
に
対
す
る
改
善
勧
告
」
を
発
し
、「
世

論
の
動
向
に
か
か
わ
り
な
く
、締
約
国
は
死
刑

の
廃
止
を
考
慮
す
べ
き
で
あ
り
、一
般
世
論
に

対
し
て
死
刑
を
廃
止
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う

こ
と
を
必
要
な
限
り
説
明
す
べ
き
で
あ
る
」と

伝
え
た
の
で
す
。始
ま
っ
た
裁
判
員
制
度
の
進

行
過
程
を
そ
の
ま
ま
報
じ
る
だ
け
で
な
く
、こ

の
よ
う
な
国
際
環
境
の
動
き
の
な
か
で
の
裁

判
員
裁
判
な
の
だ
、
と
い
う
こ
と
も
、
あ
わ
せ

て
報
じ
な
い
と
、ま
す
ま
す
国
の
思
惑
の
な
か

で
裁
判
員
裁
判
の
既
成
事
実
化
に
協
力
し
た

だ
け
の
話
に
終
わ
る
心
配
が
あ
り
ま
す
。 

 

Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
よ
く
「
国
民
の
Ｎ
Ｈ
Ｋ
」
と
い
い
ま

す
が
、
国
民
を
国
家
に
回
収
、
市
民
性
を
奪
っ

て
国
に
隷
属
さ
せ
る
手
伝
い
を
す
る
だ
け
の

Ｎ
Ｈ
Ｋ
に
な
る
の
な
ら
、そ
ん
な
Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
要

ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
。
皆
さ
ん
、
ぜ
ひ
こ
の
問
題
も
ご
検

討
く
だ
さ
い
。 

 

（
こ
の
投
稿
へ
の
コ
メ
ン
ト 

１
件
） 

■
わ
が
意
を
得
た
り
、
と
い
う
感
じ
で
す
。
私

も
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
「
同
時
進
行
」
ナ
マ
放
送
を
、
な

ん
だ
こ
れ
は
と
座
り
な
お
し
て
見
て
い
ま
し

た
。
ニ
ュ
ー
ス
で
も
「
市
民
感
覚
が
発
揮
さ
れ

て
い
た
」
と
い
う
種
類
の
談
話
が
多
用
さ
れ
、

裁
判
員
裁
判
が
効
果
的
で
あ
る
と
い
う
印
象

が
作
り
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
一
連
の
報
道
は
、

Ｎ
Ｈ
Ｋ
が
裁
判
員
制
度
の
宣
伝
機
関
に
な
っ

た
か
の
ご
と
き
と
い
う
印
象
を
私
も
受
け
ま

し
た
。
法
廷
の
リ
ポ
ー
タ
ー
は
、「
問
題
が
あ

る
と
す
れ
ば
、し
ば
し
ば
裁
判
員
と
裁
判
官
が

法
廷
外
に
出
て
打
ち
合
わ
せ
を
し
て
中
断
し

た
こ
と
だ
」
な
ど
と
述
べ
て
い
ま
し
た
。 

死
刑
制
度
を
残
し
た
ま
ま
の
裁
判
員
裁
判
を

問
題
視
す
る
報
道
は
見
当
た
り
ま
せ
ん
で
し

た
。
コ
メ
ン
ト
の
中
で
は
、
死
刑
が
問
題
に
な

る
よ
う
な
裁
判
で
は
、も
っ
と
日
数
が
必
要
で

は
な
い
か
、と
い
う
程
度
の
指
摘
し
か
な
か
っ

た
よ
う
に
思
い
ま
す
。 

 

裁
判
員
制
度
に
つ
い
て
は
、こ
の
意
義
を
評
価

す
る
意
見
が
あ
る
一
方
、
周
知
の
よ
う
に
、
批

判
意
見
や
、反
対
す
る
市
民
運
動
が
あ
る
の
も

事
実
で
す
。速
報
に
よ
る
裁
判
過
程
の
報
道
は

あ
り
得
ま
す
が
、
そ
の
報
道
の
中
に
も
、「
意

見
が
対
立
し
て
い
る
問
題
に
つ
い
て
は
、で
き

る
だ
け
多
く
の
角
度
か
ら
論
点
を
明
ら
か
に

す
る
こ
と
」と
い
う
放
送
法
の
規
定
の
精
神
が

反
映
さ
れ
る
べ
き
で
し
た
。も
し
そ
の
よ
う
な

姿
勢
が
あ
れ
ば
、
裁
判
員
裁
判
の
報
道
の
中

に
、
こ
の
制
度
自
体
を
疑
問
視
す
る
意
見
や
、

今
回
の
４
日
間
の
進
行
に
つ
い
て
批
判
す
る

意
見
も
一
定
程
度
取
り
入
れ
ら
れ
て
し
か
る

べ
き
だ
っ
た
と
思
い
ま
す
。 

（
録
画
し
て
お
か
な
か
っ
た
の
で
、以
上
は
印

象
批
評
の
域
を
出
ま
せ
ん
。） 
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